
日本再生戦略（平成２４年７月３１日閣議決定） （抜粋）

Ⅳ．日本再生のための具体策
２．「共創の国」への具体的な取組 ～11 の成長戦略と38 の重点施策～

(1) 更なる成長力強化のための取組
③新たな資金循環による金融資本市場の活性化

[金融戦略]
【2020 年までの目標】

官民連携インフラファンドの出融資事業も含めPFI 事業全体として2010～2020 年で少なくとも約
10 兆円以上。

1

官民総動員による成長
マネーの供給拡大

２．政策金融・官民連携による資金供給の拡大

法案成立後、民間資金等活用事業推
進機構設立、投資開始、個別案件形
成促進

目標：ファンドの出融
資事業も含め、PFI
事業規模全体として、
2010～20年で少なく
とも約10兆円以上

・独立採算型等のPFI事業の増加に向け
た取組についての検討
・PFI株式・債権譲渡に関するガイドライン
改正

投資実施、所要の改善

2012年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2014年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

2015年度までに
実施すべき事項

（１） Ⅲ 新たな資金循環による金融資本市場の活性化 ～ 金融戦略 ～

Ⅲ．デフレ脱却と中長期的な経済財政運営
２．デフレ脱却と経済活性化に向けて重視すべき政策分野

(1)モノを動かす
PFI の強力な推進・・・などにより、インフラ更新等の投資を促進する。これらにより資産デフレにも
対応する。
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(2) 分厚い中間層の復活
③持続可能で活力ある国土・地域の形成

[国土・地域活力戦略]
【2020 年までの目標】

2010 年～2020 年のPFI の事業規模：少なくとも約10 兆円以上
【2015 年度の中間目標】

国、都道府県、政令市、中核市、特例市で民間提案の活用等PFI 活用に係る指針の策定促進75％
以上

（重点施策：活性化の突破口となる総合特区、環境未来都市等の活用、「新しい公共」の活動促進）
民間活力の活用を図りつつ、インフラ投資を促進するため、民間資金等を活用する手法（PFI/PPP）
の具体的な案件形成等を推進する。

2

2010年～20年のPFI
の事業規模
：少なくとも約10兆円以上

（PFI法施行から2009年末
までの事業規模累計約4.7
兆円の少なくとも２倍以上
の拡大）

独立採算型PFIの拡大に資するよう、公共施設整備
を行う際に、まずはPFIの実施の可否を検討する制度
につき、事務負担の観点にも留意しながら、独立採
算型PFIを対象に、2013年度において2014年度予算
の編成プロセスから実施できるよう、検討

検討の結果に基づき措置

目標：国、都道府県、政令市、
中核市、特例市で民間提案
の活用等PFI活用に係る指
針の策定促進 75％以上

ファンドによる事業投資の実施PFI官民連携インフラファンドの創設

各省庁・地方自治体においてPFＩ/PPPの具体的な案件形成の実施

・中間フォローアップの実施

・案件形成に重点的に取り組む分野につき整理（2012年度中）

2012年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2014年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

2015年度までに
実施すべき事項

（２）Ⅲ 持続可能で活力ある国土・地域の形成 ～ 国土・地域活力戦略 ～


